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【届出の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【届出の対象とした募集金額】
 
一般募集　第1回無担保社債（2年債） 30,000百万円

一般募集　第2回無担保社債（5年債） 80,000百万円

一般募集　第3回無担保社債（7年債） 10,000百万円

一般募集　第4回無担保社債（10年債） 30,000百万円

計 150,000百万円

（注）　一般募集の金額は本有価証券届出書提出日現在の見込額

である。

【安定操作に関する事項】 該当事項なし

【縦覧に供する場所】 該当事項なし
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第一部【証券情報】

第1【募集要項】

1【新規発行社債（短期社債を除く。）（2年債）】

銘柄 東京海上日動火災保険株式会社

 第1回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の

総額（円）

金30,000百万円（注）11

各社債の金額（円） 金1億円

発行価額の総額（円） 金30,000百万円（注）11

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円

利率（％） 未定

 （2026年10月8日に仮条件の提示を行い、需要状況を勘案したうえで、2026年10月16日（以

下「条件決定日」という。）に決定する予定である。）

利払日 毎年4月23日及び10月23日

利息支払の方法 1．利息支払の方法及び期限

 (1）本社債の利息は、払込期日の翌日から本社債を償還すべき日（以下「償還期日」とい

う。）までこれをつけ、2027年4月23日を第1回の利息支払期日としてその日までの分

を支払い、その後毎年4月23日及び10月23日に各々その日までの前半か年分を支払う。

ただし、半か年に満たない利息を計算するときは、その半か年間の日割でこれを計算

する。

 (2）利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを

繰り上げる。

 (3）償還期日後は本社債には利息をつけない。

 2．利息の支払場所

 別記「（注）10　元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2028年10月23日

償還の方法 1．償還金額

 各社債の金額100円につき金100円

 2．償還の方法及び期限

 (1）本社債の元金は、2028年10月23日にその総額を償還する。

 (2）償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを繰り上げ

る。

 (3）本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機関」欄に定める振替機関が

規定する業務規程その他の規則に別途定める場合を除き、いつでもこれを行うことが

できる。

 3．償還元金の支払場所

 別記「（注）10　元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金（円） 各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。

 申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2026年10月16日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2026年10月23日

振替機関 株式会社証券保管振替機構

 東京都中央区日本橋兜町7番1号

担保 本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産は

ない。
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財務上の特約（担保提供

制限）

1．当社は、本社債発行後、本社債の未償還残高が存する限り、当社が国内で既に発行し

た、又は国内で今後発行する他の無担保社債（ただし、本社債と同時に発行する第2回無

担保社債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）、第3回無担保社

債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）及び第4回無担保社債

（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）を含み、別記「財務上の特

約（その他の条項）」欄で定義する担付切換条項が特約されている無担保社債を除

く。）のために担保付社債信託法に基づき担保権を設定する場合は、同法に基づき、本

社債のために同順位の担保権を設定しなければならない。

 2．当社が前項により本社債のために担保権を設定する場合は、当社は、ただちに登記その

他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第4項の規定に準じて公

告するものとする。

財務上の特約（その他の

条項）

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されていない。なお、担付切換条項と

は、純資産額維持条項等当社の財務指標に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する

旨の特約を解除するために担保権を設定する旨の特約、又は当社が自らいつでも担保権を設

定することができる旨の特約をいう。

　（注）1　信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付

本社債について、当社は株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）からAA＋の信用格付を条件

決定日に取得する予定である。

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どおりに履

行される確実性（信用力）に対するR&Iの意見である。R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性リス

ク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するものでは

ない。R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。また、R&I

は、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、又はその他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品

性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情報の正確性

等について独自に検証しているわけではない。R&Iは、必要と判断した場合には、信用格付を変更することが

ある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがある。

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まった

とR&Iが判断した場合、発行体格付又は保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがある。

一般に投資にあたって信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要因となり得るこ

とが知られている。

本社債の申込期間中に本社債に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&Iのホームページ

（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下の「一

覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載される予定である。なお、システム障害等

何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

R&I：電話番号03-6273-7471

2　社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条第2

号の定めに従い、社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67

条第2項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。

3　社債管理者の不設置

本社債には会社法第702条ただし書に基づき、社債管理者は設置されておらず、本社債の社債権者は自ら本社

債を管理し、又は本社債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の行為を行う。

4　財務代理人、発行代理人及び支払代理人

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

5　期限の利益喪失に関する特約

(1）当社は、次の各場合には、本社債について期限の利益を喪失する。

①　当社が別記「償還の方法」欄第2項又は別記「利息支払の方法」欄第1項の規定に違背し、5銀行営業日を

経過しても、これを履行又は解消できないとき。

②　当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第1項の規定に違背したとき。

③　当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失したとき、又は期限が到来してもその弁済をするこ

とができないとき。

④　当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、又は当社以外の者の社債又は社債を

除く借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行

をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10億円を超えない場合はこの

限りではない。
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⑤　当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立をし、又は解散（合併の場合

を除く。）の決議をしたとき。

⑥　当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定もしくは特別清算開始の命令

を受け、又は解散（合併の場合を除く。）したとき。

⑦　当社の株主総会が解散（合併の場合を除く。）の決議をしたとき。

(2）本（注）5第(1)号の規定により本社債について期限の利益を喪失した場合には、当社はただちにその旨を

本（注）6に定める方法により公告する。

6　社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社の定款所定の電

子公告の方法によりこれを行うものとする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による

公告をすることができない場合は、当社の定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行される各1

種以上の新聞紙（ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。）に掲載する。

7　社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

8　社債要項の変更

(1）本社債の社債要項に定められた事項（ただし、本（注）4を除く。）の変更は、法令に定めがあるときを除

き、社債権者集会の決議を要するものとする。ただし、社債権者集会の決議は、裁判所の認可を受けなけ

れば、その効力を生じない。

(2）裁判所の認可を受けた本（注）8第(1)号の社債権者集会の決議録は、本社債の社債要項と一体をなすもの

とする。

9　社債権者集会に関する事項

(1）本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下「本種類の社債」と総称

する。）の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の3週間前までに本種類の

社債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）6に定める方法により公告

する。

(2）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3）本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しな

い。）の10分の1以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本種類の社債に関する社債等振替法第86

条第3項に規定される書面を当社に提示したうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載し

た書面を当社に提出して、当社に対し本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができる。

10　元利金の支払

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関が規定する業務規程その他

の規則に従って支払われる。

11　券面総額又は振替社債の総額及び発行価額の総額については、本有価証券届出書提出日における見込額であ

り、30,000百万円から60,000百万円の範囲内で、需要状況を勘案したうえで、条件決定日に正式に決定する

予定である。なお、第2回無担保社債、第3回無担保社債及び第4回無担保社債との合計総額は200,000百万円

を上限とする予定である。
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2【社債の引受け及び社債管理の委託（2年債）】

（1）【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
（百万円）

引受けの条件

未定（注）1 未定（注）1
未定

（注）1
未定（注）1

計 －
30,000

（注）2
－

　（注）1　元引受契約を締結する金融商品取引業者のうち、主たるものは三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会

社（東京都千代田区大手町一丁目9番2号）、野村證券株式会社（東京都中央区日本橋一丁目13番1号）、ＳＭ

ＢＣ日興証券株式会社（東京都千代田区丸の内三丁目3番1号）及び大和証券株式会社（東京都千代田区丸の

内一丁目9番1号）に内定しているが、その他の引受人の氏名又は名称及びその住所並びに各引受人の引受金

額、引受けの条件については、条件決定日に決定し、条件決定日に買取引受契約を締結する予定である。

2　引受金額の合計額については、条件決定日に正式に決定する予定である。

 

（2）【社債管理の委託】

　該当事項なし
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3【新規発行社債（短期社債を除く。）（5年債）】

銘柄 東京海上日動火災保険株式会社

 第2回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の

総額（円）

金80,000百万円（注）11

各社債の金額（円） 金1億円

発行価額の総額（円） 金80,000百万円（注）11

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円

利率（％） 未定

 （2026年10月8日に仮条件の提示を行い、需要状況を勘案したうえで、2026年10月16日（以

下「条件決定日」という。）に決定する予定である。）

利払日 毎年4月23日及び10月23日

利息支払の方法 1．利息支払の方法及び期限

 (1）本社債の利息は、払込期日の翌日から本社債を償還すべき日（以下「償還期日」とい

う。）までこれをつけ、2027年4月23日を第1回の利息支払期日としてその日までの分

を支払い、その後毎年4月23日及び10月23日に各々その日までの前半か年分を支払う。

ただし、半か年に満たない利息を計算するときは、その半か年間の日割でこれを計算

する。

 (2）利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを

繰り上げる。

 (3）償還期日後は本社債には利息をつけない。

 2．利息の支払場所

 別記「（注）10　元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2031年10月23日

償還の方法 1．償還金額

 各社債の金額100円につき金100円

 2．償還の方法及び期限

 (1）本社債の元金は、2031年10月23日にその総額を償還する。

 (2）償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを繰り上げ

る。

 (3）本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機関」欄に定める振替機関が

規定する業務規程その他の規則に別途定める場合を除き、いつでもこれを行うことが

できる。

 3．償還元金の支払場所

 別記「（注）10　元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金（円） 各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。

 申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2026年10月16日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2026年10月23日

振替機関 株式会社証券保管振替機構

 東京都中央区日本橋兜町7番1号

担保 本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産は

ない。
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財務上の特約（担保提供

制限）

1．当社は、本社債発行後、本社債の未償還残高が存する限り、当社が国内で既に発行し

た、又は国内で今後発行する他の無担保社債（ただし、本社債と同時に発行する第1回無

担保社債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）、第3回無担保社

債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）及び第4回無担保社債

（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）を含み、別記「財務上の特

約（その他の条項）」欄で定義する担付切換条項が特約されている無担保社債を除

く。）のために担保付社債信託法に基づき担保権を設定する場合は、同法に基づき、本

社債のために同順位の担保権を設定しなければならない。

 2．当社が前項により本社債のために担保権を設定する場合は、当社は、ただちに登記その

他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第4項の規定に準じて公

告するものとする。

財務上の特約（その他の

条項）

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されていない。なお、担付切換条項と

は、純資産額維持条項等当社の財務指標に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する

旨の特約を解除するために担保権を設定する旨の特約、又は当社が自らいつでも担保権を設

定することができる旨の特約をいう。

　（注）1　信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付

本社債について、当社は株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）からAA＋の信用格付を条件

決定日に取得する予定である。

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どおりに履

行される確実性（信用力）に対するR&Iの意見である。R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性リス

ク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するものでは

ない。R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。また、R&I

は、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、又はその他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品

性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情報の正確性

等について独自に検証しているわけではない。R&Iは、必要と判断した場合には、信用格付を変更することが

ある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがある。

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まった

とR&Iが判断した場合、発行体格付又は保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがある。

一般に投資にあたって信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要因となり得るこ

とが知られている。

本社債の申込期間中に本社債に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&Iのホームページ

（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下の「一

覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載される予定である。なお、システム障害等

何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

R&I：電話番号03-6273-7471

2　社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条第2

号の定めに従い、社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67

条第2項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。

3　社債管理者の不設置

本社債には会社法第702条ただし書に基づき、社債管理者は設置されておらず、本社債の社債権者は自ら本社

債を管理し、又は本社債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の行為を行う。

4　財務代理人、発行代理人及び支払代理人

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

5　期限の利益喪失に関する特約

(1）当社は、次の各場合には、本社債について期限の利益を喪失する。

①　当社が別記「償還の方法」欄第2項又は別記「利息支払の方法」欄第1項の規定に違背し、5銀行営業日を

経過しても、これを履行又は解消できないとき。

②　当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第1項の規定に違背したとき。

③　当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失したとき、又は期限が到来してもその弁済をするこ

とができないとき。

④　当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、又は当社以外の者の社債又は社債を

除く借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行

をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10億円を超えない場合はこの

限りではない。
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⑤　当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立をし、又は解散（合併の場合

を除く。）の決議をしたとき。

⑥　当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定もしくは特別清算開始の命令

を受け、又は解散（合併の場合を除く。）したとき。

⑦　当社の株主総会が解散（合併の場合を除く。）の決議をしたとき。

(2）本（注）5第(1)号の規定により本社債について期限の利益を喪失した場合には、当社はただちにその旨を

本（注）6に定める方法により公告する。

6　社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社の定款所定の電

子公告の方法によりこれを行うものとする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による

公告をすることができない場合は、当社の定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行される各1

種以上の新聞紙（ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。）に掲載する。

7　社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

8　社債要項の変更

(1）本社債の社債要項に定められた事項（ただし、本（注）4を除く。）の変更は、法令に定めがあるときを除

き、社債権者集会の決議を要するものとする。ただし、社債権者集会の決議は、裁判所の認可を受けなけ

れば、その効力を生じない。

(2）裁判所の認可を受けた本（注）8第(1)号の社債権者集会の決議録は、本社債の社債要項と一体をなすもの

とする。

9　社債権者集会に関する事項

(1）本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下「本種類の社債」と総称

する。）の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の3週間前までに本種類の

社債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）6に定める方法により公告

する。

(2）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3）本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しな

い。）の10分の1以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本種類の社債に関する社債等振替法第86

条第3項に規定される書面を当社に提示したうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載し

た書面を当社に提出して、当社に対し本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができる。

10　元利金の支払

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関が規定する業務規程その他

の規則に従って支払われる。

11　券面総額又は振替社債の総額及び発行価額の総額については、本有価証券届出書提出日における見込額であ

り、80,000百万円から110,000百万円の範囲内で、需要状況を勘案したうえで、条件決定日に正式に決定す

る予定である。なお、第1回無担保社債、第3回無担保社債及び第4回無担保社債との合計総額は200,000百万

円を上限とする予定である。
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4【社債の引受け及び社債管理の委託（5年債）】

（1）【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
（百万円）

引受けの条件

未定（注）1 未定（注）1
未定

（注）1
未定（注）1

計 －
80,000

（注）2
－

　（注）1　元引受契約を締結する金融商品取引業者のうち、主たるものは三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会

社（東京都千代田区大手町一丁目9番2号）、野村證券株式会社（東京都中央区日本橋一丁目13番1号）、ＳＭ

ＢＣ日興証券株式会社（東京都千代田区丸の内三丁目3番1号）及び大和証券株式会社（東京都千代田区丸の

内一丁目9番1号）に内定しているが、その他の引受人の氏名又は名称及びその住所並びに各引受人の引受金

額、引受けの条件については、条件決定日に決定し、条件決定日に買取引受契約を締結する予定である。

2　引受金額の合計額については、条件決定日に正式に決定する予定である。

 

（2）【社債管理の委託】

　該当事項なし
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5【新規発行社債（短期社債を除く。）（7年債）】

銘柄 東京海上日動火災保険株式会社

 第3回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の

総額（円）

金10,000百万円（注）11

各社債の金額（円） 金1億円

発行価額の総額（円） 金10,000百万円（注）11

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円

利率（％） 未定

 （2026年10月8日に仮条件の提示を行い、需要状況を勘案したうえで、2026年10月16日（以

下「条件決定日」という。）に決定する予定である。）

利払日 毎年4月23日及び10月23日

利息支払の方法 1．利息支払の方法及び期限

 (1）本社債の利息は、払込期日の翌日から本社債を償還すべき日（以下「償還期日」とい

う。）までこれをつけ、2027年4月23日を第1回の利息支払期日としてその日までの分

を支払い、その後毎年4月23日及び10月23日に各々その日までの前半か年分を支払う。

ただし、半か年に満たない利息を計算するときは、その半か年間の日割でこれを計算

する。

 (2）利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを

繰り上げる。

 (3）償還期日後は本社債には利息をつけない。

 2．利息の支払場所

 別記「（注）10　元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2033年10月21日

償還の方法 1．償還金額

 各社債の金額100円につき金100円

 2．償還の方法及び期限

 (1）本社債の元金は、2033年10月21日にその総額を償還する。

 (2）償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを繰り上げ

る。

 (3）本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機関」欄に定める振替機関が

規定する業務規程その他の規則に別途定める場合を除き、いつでもこれを行うことが

できる。

 3．償還元金の支払場所

 別記「（注）10　元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金（円） 各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。

 申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2026年10月16日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2026年10月23日

振替機関 株式会社証券保管振替機構

 東京都中央区日本橋兜町7番1号

担保 本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産は

ない。
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財務上の特約（担保提供

制限）

1．当社は、本社債発行後、本社債の未償還残高が存する限り、当社が国内で既に発行し

た、又は国内で今後発行する他の無担保社債（ただし、本社債と同時に発行する第1回無

担保社債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）、第2回無担保社

債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）及び第4回無担保社債

（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）を含み、別記「財務上の特

約（その他の条項）」欄で定義する担付切換条項が特約されている無担保社債を除

く。）のために担保付社債信託法に基づき担保権を設定する場合は、同法に基づき、本

社債のために同順位の担保権を設定しなければならない。

 2．当社が前項により本社債のために担保権を設定する場合は、当社は、ただちに登記その

他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第4項の規定に準じて公

告するものとする。

財務上の特約（その他の

条項）

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されていない。なお、担付切換条項と

は、純資産額維持条項等当社の財務指標に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する

旨の特約を解除するために担保権を設定する旨の特約、又は当社が自らいつでも担保権を設

定することができる旨の特約をいう。

　（注）1　信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付

本社債について、当社は株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）からAA＋の信用格付を条件

決定日に取得する予定である。

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どおりに履

行される確実性（信用力）に対するR&Iの意見である。R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性リス

ク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するものでは

ない。R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。また、R&I

は、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、又はその他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品

性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情報の正確性

等について独自に検証しているわけではない。R&Iは、必要と判断した場合には、信用格付を変更することが

ある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがある。

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まった

とR&Iが判断した場合、発行体格付又は保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがある。

一般に投資にあたって信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要因となり得るこ

とが知られている。

本社債の申込期間中に本社債に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&Iのホームページ

（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下の「一

覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載される予定である。なお、システム障害等

何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

R&I：電話番号03-6273-7471

2　社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条第2

号の定めに従い、社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67

条第2項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。

3　社債管理者の不設置

本社債には会社法第702条ただし書に基づき、社債管理者は設置されておらず、本社債の社債権者は自ら本社

債を管理し、又は本社債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の行為を行う。

4　財務代理人、発行代理人及び支払代理人

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

5　期限の利益喪失に関する特約

(1）当社は、次の各場合には、本社債について期限の利益を喪失する。

①　当社が別記「償還の方法」欄第2項又は別記「利息支払の方法」欄第1項の規定に違背し、5銀行営業日を

経過しても、これを履行又は解消できないとき。

②　当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第1項の規定に違背したとき。

③　当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失したとき、又は期限が到来してもその弁済をするこ

とができないとき。

④　当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、又は当社以外の者の社債又は社債を

除く借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行

をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10億円を超えない場合はこの

限りではない。
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⑤　当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立をし、又は解散（合併の場合

を除く。）の決議をしたとき。

⑥　当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定もしくは特別清算開始の命令

を受け、又は解散（合併の場合を除く。）したとき。

⑦　当社の株主総会が解散（合併の場合を除く。）の決議をしたとき。

(2）本（注）5第(1)号の規定により本社債について期限の利益を喪失した場合には、当社はただちにその旨を

本（注）6に定める方法により公告する。

6　社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社の定款所定の電

子公告の方法によりこれを行うものとする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による

公告をすることができない場合は、当社の定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行される各1

種以上の新聞紙（ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。）に掲載する。

7　社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

8　社債要項の変更

(1）本社債の社債要項に定められた事項（ただし、本（注）4を除く。）の変更は、法令に定めがあるときを除

き、社債権者集会の決議を要するものとする。ただし、社債権者集会の決議は、裁判所の認可を受けなけ

れば、その効力を生じない。

(2）裁判所の認可を受けた本（注）8第(1)号の社債権者集会の決議録は、本社債の社債要項と一体をなすもの

とする。

9　社債権者集会に関する事項

(1）本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下「本種類の社債」と総称

する。）の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の3週間前までに本種類の

社債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）6に定める方法により公告

する。

(2）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3）本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しな

い。）の10分の1以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本種類の社債に関する社債等振替法第86

条第3項に規定される書面を当社に提示したうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載し

た書面を当社に提出して、当社に対し本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができる。

10　元利金の支払

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関が規定する業務規程その他

の規則に従って支払われる。

11　券面総額又は振替社債の総額及び発行価額の総額については、本有価証券届出書提出日における見込額であ

り、10,000百万円から40,000百万円の範囲内で、需要状況を勘案したうえで、条件決定日に正式に決定する

予定である。なお、第1回無担保社債、第2回無担保社債及び第4回無担保社債との合計総額は200,000百万円

を上限とする予定である。
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6【社債の引受け及び社債管理の委託（7年債）】

（1）【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
（百万円）

引受けの条件

未定（注）1 未定（注）1
未定

（注）1
未定（注）1

計 －
10,000

（注）2
－

　（注）1　元引受契約を締結する金融商品取引業者のうち、主たるものは三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会

社（東京都千代田区大手町一丁目9番2号）、野村證券株式会社（東京都中央区日本橋一丁目13番1号）、ＳＭ

ＢＣ日興証券株式会社（東京都千代田区丸の内三丁目3番1号）及び大和証券株式会社（東京都千代田区丸の

内一丁目9番1号）に内定しているが、その他の引受人の氏名又は名称及びその住所並びに各引受人の引受金

額、引受けの条件については、条件決定日に決定し、条件決定日に買取引受契約を締結する予定である。

2　引受金額の合計額については、条件決定日に正式に決定する予定である。

 

（2）【社債管理の委託】

　該当事項なし
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7【新規発行社債（短期社債を除く。）（10年債）】

銘柄 東京海上日動火災保険株式会社

 第4回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の

総額（円）

金30,000百万円（注）11

各社債の金額（円） 金1億円

発行価額の総額（円） 金30,000百万円（注）11

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円

利率（％） 未定

 （2026年10月8日に仮条件の提示を行い、需要状況を勘案したうえで、2026年10月16日（以

下「条件決定日」という。）に決定する予定である。）

利払日 毎年4月23日及び10月23日

利息支払の方法 1．利息支払の方法及び期限

 (1）本社債の利息は、払込期日の翌日から本社債を償還すべき日（以下「償還期日」とい

う。）までこれをつけ、2027年4月23日を第1回の利息支払期日としてその日までの分

を支払い、その後毎年4月23日及び10月23日に各々その日までの前半か年分を支払う。

ただし、半か年に満たない利息を計算するときは、その半か年間の日割でこれを計算

する。

 (2）利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを

繰り上げる。

 (3）償還期日後は本社債には利息をつけない。

 2．利息の支払場所

 別記「（注）10　元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2036年10月23日

償還の方法 1．償還金額

 各社債の金額100円につき金100円

 2．償還の方法及び期限

 (1）本社債の元金は、2036年10月23日にその総額を償還する。

 (2）償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを繰り上げ

る。

 (3）本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機関」欄に定める振替機関が

規定する業務規程その他の規則に別途定める場合を除き、いつでもこれを行うことが

できる。

 3．償還元金の支払場所

 別記「（注）10　元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金（円） 各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。

 申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2026年10月16日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2026年10月23日

振替機関 株式会社証券保管振替機構

 東京都中央区日本橋兜町7番1号

担保 本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産は

ない。
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財務上の特約（担保提供

制限）

1．当社は、本社債発行後、本社債の未償還残高が存する限り、当社が国内で既に発行し

た、又は国内で今後発行する他の無担保社債（ただし、本社債と同時に発行する第1回無

担保社債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）、第2回無担保社

債（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）及び第3回無担保社債

（社債間限定同順位特約付）（グリーン/ネイチャーボンド）を含み、別記「財務上の特

約（その他の条項）」欄で定義する担付切換条項が特約されている無担保社債を除

く。）のために担保付社債信託法に基づき担保権を設定する場合は、同法に基づき、本

社債のために同順位の担保権を設定しなければならない。

 2．当社が前項により本社債のために担保権を設定する場合は、当社は、ただちに登記その

他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第4項の規定に準じて公

告するものとする。

財務上の特約（その他の

条項）

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されていない。なお、担付切換条項と

は、純資産額維持条項等当社の財務指標に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する

旨の特約を解除するために担保権を設定する旨の特約、又は当社が自らいつでも担保権を設

定することができる旨の特約をいう。

　（注）1　信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付

本社債について、当社は株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）からAA＋の信用格付を条件

決定日に取得する予定である。

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どおりに履

行される確実性（信用力）に対するR&Iの意見である。R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性リス

ク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するものでは

ない。R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。また、R&I

は、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、又はその他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品

性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情報の正確性

等について独自に検証しているわけではない。R&Iは、必要と判断した場合には、信用格付を変更することが

ある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがある。

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まった

とR&Iが判断した場合、発行体格付又は保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがある。

一般に投資にあたって信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要因となり得るこ

とが知られている。

本社債の申込期間中に本社債に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&Iのホームページ

（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下の「一

覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載される予定である。なお、システム障害等

何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

R&I：電話番号03-6273-7471

2　社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条第2

号の定めに従い、社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67

条第2項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。

3　社債管理者の不設置

本社債には会社法第702条ただし書に基づき、社債管理者は設置されておらず、本社債の社債権者は自ら本社

債を管理し、又は本社債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の行為を行う。

4　財務代理人、発行代理人及び支払代理人

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

5　期限の利益喪失に関する特約

(1）当社は、次の各場合には、本社債について期限の利益を喪失する。

①　当社が別記「償還の方法」欄第2項又は別記「利息支払の方法」欄第1項の規定に違背し、5銀行営業日を

経過しても、これを履行又は解消できないとき。

②　当社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第1項の規定に違背したとき。

③　当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失したとき、又は期限が到来してもその弁済をするこ

とができないとき。

④　当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、又は当社以外の者の社債又は社債を

除く借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行

をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10億円を超えない場合はこの

限りではない。
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⑤　当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立をし、又は解散（合併の場合

を除く。）の決議をしたとき。

⑥　当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定もしくは特別清算開始の命令

を受け、又は解散（合併の場合を除く。）したとき。

⑦　当社の株主総会が解散（合併の場合を除く。）の決議をしたとき。

(2）本（注）5第(1)号の規定により本社債について期限の利益を喪失した場合には、当社はただちにその旨を

本（注）6に定める方法により公告する。

6　社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社の定款所定の電

子公告の方法によりこれを行うものとする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による

公告をすることができない場合は、当社の定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行される各1

種以上の新聞紙（ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。）に掲載する。

7　社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

8　社債要項の変更

(1）本社債の社債要項に定められた事項（ただし、本（注）4を除く。）の変更は、法令に定めがあるときを除

き、社債権者集会の決議を要するものとする。ただし、社債権者集会の決議は、裁判所の認可を受けなけ

れば、その効力を生じない。

(2）裁判所の認可を受けた本（注）8第(1)号の社債権者集会の決議録は、本社債の社債要項と一体をなすもの

とする。

9　社債権者集会に関する事項

(1）本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下「本種類の社債」と総称

する。）の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の3週間前までに本種類の

社債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）6に定める方法により公告

する。

(2）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3）本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しな

い。）の10分の1以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、本種類の社債に関する社債等振替法第86

条第3項に規定される書面を当社に提示したうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載し

た書面を当社に提出して、当社に対し本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができる。

10　元利金の支払

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関が規定する業務規程その他

の規則に従って支払われる。

11　券面総額又は振替社債の総額及び発行価額の総額については、本有価証券届出書提出日における見込額であ

り、30,000百万円から60,000百万円の範囲内で、需要状況を勘案したうえで、条件決定日に正式に決定する

予定である。なお、第1回無担保社債、第2回無担保社債及び第3回無担保社債との合計総額は200,000百万円

を上限とする予定である。
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8【社債の引受け及び社債管理の委託（10年債）】

（1）【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
（百万円）

引受けの条件

未定（注）1 未定（注）1
未定

（注）1
未定（注）1

計 －
30,000

（注）2
－

　（注）1　元引受契約を締結する金融商品取引業者のうち、主たるものは三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会

社（東京都千代田区大手町一丁目9番2号）、野村證券株式会社（東京都中央区日本橋一丁目13番1号）、ＳＭ

ＢＣ日興証券株式会社（東京都千代田区丸の内三丁目3番1号）及び大和証券株式会社（東京都千代田区丸の

内一丁目9番1号）に内定しているが、その他の引受人の氏名又は名称及びその住所並びに各引受人の引受金

額、引受けの条件については、条件決定日に決定し、条件決定日に買取引受契約を締結する予定である。

2　引受金額の合計額については、条件決定日に正式に決定する予定である。

 

（2）【社債管理の委託】

　該当事項なし

 

9【新規発行による手取金の使途】

（1）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（百万円） 発行諸費用の概算額（百万円） 差引手取概算額（百万円）

150,000 352 149,647

　（注）1　上記金額は、第1回無担保社債、第2回無担保社債、第3回無担保社債及び第4回無担保社債の合計金額であ

る。

2　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれていない。

3　上記金額は、本有価証券届出書提出日現在の見込額である。

 

（2）【手取金の使途】

　上記の差引手取概算額149,647百万円は、全額を2029年9月末までに別記「募集又は売出しに関する特別記載

事項」に記載のグリーン/ネイチャーファイナンスフレームワークに定める適格プロジェクトに対する支出に充

当する予定である。なお、適格プロジェクトである東京海上グループ新本店ビルに対する支出（建設費、設計

費、内装費及び解体費等）のうち建設費及び設計費に関し、後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告

書（第83期）中の「第一部　企業情報　第3　設備の状況　3　設備の新設、除却等の計画　(1）新設」は、本

有価証券届出書提出日（2026年9月24日）現在（ただし、既支払額については2026年7月末時点）は、以下のと

おりである。

 

(1）新設

会社名
設備名

所在地
セグメントの名
称

内容

投資予定金額

資金調達方法

着手および完了予定年月

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

東京海上日動火災保険

株式会社

東京海上グループ新本

店ビル

東京都千代田区
国内損害保険事

業
建替 190,971 37,098

自己資金および

社債

2025年

3月
2028年度

 

第2【売出要項】
　該当事項なし
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

グリーン/ネイチャーボンドとしての適合性について

　当社は、以下のとおりグリーン/ネイチャーファイナンスフレームワーク（以下「本フレームワーク」という。）を

策定しました。本フレームワークは、以下の原則及びガイドライン等において推奨される主要な4要素への対応を示し

ており、独立した外部機関である株式会社格付投資情報センターから、以下の原則及びガイドライン等との適合性に関

するセカンドオピニオンを取得しています。

・国際資本市場協会（ICMA）グリーンボンド原則2025（GBP）

・環境省グリーンボンドガイドライン2026年版

・ICMA Sustainable Bonds for Nature：A Practitioner's Guide 2025

・ローンマーケットアソシエーション（LMA）、アジア太平洋地域ローンマーケットアソシエーション（APLMA）、ロー

ン・シンジケーション&トレーディング・アソシエーション（LSTA）グリーンローン原則2025（GLP）

・環境省グリーンローンガイドライン2026年版

 

グリーン/ネイチャーファイナンスフレームワークについて

1．調達資金の使途

　当社は、本フレームワークに基づき、以下の適格プロジェクト（グリーン適格プロジェクト及びネイチャー適格プ

ロジェクト）を資金使途とするグリーン/ネイチャーファイナンスを実施します。

　また、本フレームワークに基づき調達した資金は、適格プロジェクトに対する新規ファイナンス又はリファイナン

スに充当されます。

　リファイナンスの場合は、認証の取得日から原則3年以内を目安に実行します。

＜適格プロジェクト＞

東京海上グループ新本店ビル（以下「新本店ビル」という。）に対する支出

（開発、建設、内装・設備の工事等）

 

■グリーン適格プロジェクト

＜グリーンプロジェクト分類：グリーンビルディング/エネルギー効率＞

以下いずれの認証も取得又は将来取得予定の場合に限る

・LEED-BD+C（Building Design and Construction）（v4.0　以降）におけるGold又はPlatinum

・（事務所部分）ZEB Oriented

 

■ネイチャー適格プロジェクト

＜グリーンプロジェクト分類：自然資源・土地利用の持続可能な管理＞

＜ネイチャープロジェクト分類：持続可能な森林経営＞

以下いずれかの木材の利用

・国産木材

・FSC認証、SGEC/PEFC認証等の森林認証を取得した木材

※ネイチャー適格プロジェクトは、グリーン適格プロジェクトでもある

 

2．プロジェクトの評価及び選定プロセス

　評価及び選定のプロセスに関しては、当社総務部が適格クライテリアに適合していることを確認し、適格性の評価

及び選定に対する最終判断は東京海上ホールディングス株式会社（以下「TMHD」という。）資本戦略部が行います。

　なお、当社は、関連する法令や国際的なプラクティスに基づき環境や社会へ適切な対応を実施し、潜在的にネガ

ティブな環境面・社会面の影響に配慮しています。

 

3．調達資金の管理

　当社は経理部によって、適格プロジェクトへの資金の充当状況を少なくとも1年に1回モニタリング及び追跡管理し

ます。

　調達した資金の全額が適格プロジェクトに充当されるまで、当社は未充当額と同額を現金又は現金同等物、又は短

期金融資産等の安全性及び流動性の高い有価証券にて管理・運用する予定です。
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4．レポーティング

(1）資金充当状況レポーティング

　当社は、適格プロジェクトに調達資金が全額充当されるまで、以下事項を年次でTMHDウェブサイト（ローンの場

合は貸し手に対して報告）において公表します。また、重要な変化が生じた場合には適時に公表（ローンの場合は

貸し手に対して報告）します。

・調達資金の充当額

・未充当額及び充当予定時期

・リファイナンスを行う場合には、調達資金における新規とリファイナンスの割合

 

(2）インパクト・レポーティング

　当社は、少なくとも適格プロジェクトに調達資金が全額充当されるまで、以下の指標のいずれか又は複数につい

て、実務上可能な範囲で年次でTMHDウェブサイト（ローンの場合は貸し手に対して報告）において公表します。

＜グリーン適格プロジェクト＞

・新本店ビルにおけるCO２排出削減量

・グリーンビルディング認証の取得状況（取得又は取得予定時期・認証の種類・水準）

＜ネイチャー適格プロジェクト＞

・新本店ビルにおける森林認証材の使用実績（t、㎥　等）及び森林認証の種類

 

第3【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項なし

 

第4【その他の記載事項】
　該当事項なし
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】
　該当事項なし

 

第三部【追完情報】

1．事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の組込書類である有価証券報告書（第83期）中の「事業等のリスク」について、

当該有価証券報告書の提出日以後、本有価証券届出書提出日（2026年9月24日）までの間において生じた変更その他の

事由はない。

　また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されているが、当該事項は本有価証券届出書提出日（2026

年9月24日）現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もない。なお、当該将来に関す

る事項については、その達成を保証するものではない。

 

第四部【組込情報】
　次に掲げる書類の写しを組み込んでいる。

有価証券報告書
事業年度
（第83期）

自　2025年4月1日
至　2026年3月31日

2026年6月26日
関東財務局長に提出

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
（第83期）

自　2025年4月1日
至　2026年3月31日

2026年7月17日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の2に規定する開示用電子情報処理組織（EDINET）を使用して提出し

たデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）A4

－1に基づき本有価証券届出書の添付書類としている。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし

 

第六部【特別情報】
　該当事項なし
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

 
2026年6月26日

 
 

東京海上日動火災保険株式会社  

 

 取　締　役　会　御　中    

 

 PwC Japan有限責任監査法人  

         東京事務所  
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 井　　野　　貴　　章

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 鈴　　木　　隆　　樹

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山　　本　　啓　　正

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる東京海上日動火災保険株式会社の2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算
書及び連結財務諸表注記について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第312条により規
定された国際会計基準に準拠して、東京海上日動火災保険株式会社及び連結子会社の2026年3月31日現在の財政状態並
びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項
監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重
要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見
の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
当監査法人は、保険会社としての会社の事業内容及び事業戦略、会社を取り巻く国内外の事業環境、保険会社特有の会

計処理や業界の実務慣行等を踏まえ、監査上特に注意を払った事項の中から、以下の項目を監査上の主要な検討事項とし

て決定した。

・　東京海上日動火災保険株式会社（以下、「東京海上日動社」）及び主要子会社の発生保険金負債の評価

・　東京海上日動社及び主要子会社の保険料配分アプローチを適用しない保険契約に係る残存カバー負債の評価

・　レベル3の公正価値に分類される証券化商品等の評価

・　商業用不動産担保付貸付金等に係る予想信用損失の評価

なお、会社は当連結会計年度から国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成しており、当監査法人は、監査上の主要

な検討事項の決定において、国際会計基準を適用したことに伴う固有リスクの変化や開示内容の拡充も考慮した。

固有リスクの変化の観点では、「東京海上日動社及び主要子会社の保険料配分アプローチを適用しない保険契約に係る

残存カバー負債の評価」は、前連結会計年度に準拠していた我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

と比較して会計上の見積りの要素が増加し、不確実性の程度が増大したことから、当連結会計年度より監査上の主要な検

討事項としている。また、前連結会計年度に監査上の主要な検討事項としていた「Privilege Underwriters, Inc.に係る

のれん及びその他の無形固定資産の評価」については、国際会計基準の適用に当たり、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に基づく移行日時点の償却後簿価が引き継がれるとともに、使用価値の算定においてターミナ

ル・バリューが含まれる結果、回収可能価額が帳簿価額を十分に上回っていること、また、同社の足元の業績等を考慮し

た結果、不確実性の程度が低減したことから、当連結会計年度においては監査上の主要な検討事項としていない。

開示内容の拡充の観点では、前連結会計年度において単一の監査上の主要な検討事項内の小項目としていた「レベル3

の公正価値に分類される証券化商品等の評価」及び「商業用不動産担保付貸付金等に係る予想信用損失の評価」につい
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て、国際会計基準の適用に伴いそれぞれ独立の項目として関連する注記が行われていることから、連結財務諸表における

開示との関係性をより明確にするため、当連結会計年度においては別個の監査上の主要な検討事項としている。

 

東京海上日動社及び主要子会社の発生保険金負債の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、保険事業として、自ら国内損害保険事業を営む

とともに、多数の子会社を通じて海外保険事業を営んでい

る。保険事業に特有の勘定科目として、2026年3月31日現

在、保険契約負債14,244,503百万円（総負債の77.6%）が連

結財政状態計算書に計上されており、このうち発生保険金

負債は6,302,121百万円である。後述する事故の発生から解

決までに長期間を要するという特徴を有する発生保険金負

債の多くが、東京海上日動社、HCC Insurance Holdings,

Inc.、Delphi Financial Group, Inc.（以下、「Delphi

社」）及びPhiladelphia Consolidated Holding Corp.が計

上する発生保険金負債に含まれており、金額的重要性が高

い。

【連結財務諸表注記】「3. 重要性がある会計方針 (12)

保険契約」及び「7. 保険契約」に記載されているとおり、

発生保険金負債は、まだ支払われていない発生保険金等

（発生しているがまだ報告されていない保険金を含む）及

び費用に係る履行キャッシュ・フローで構成されている。

なお、履行キャッシュ・フローは、期末日時点で、将来

キャッシュ・フローに関する現在の見積り、現在の割引率

及び非金融リスクに係るリスク調整に関する現在の見積り

を用いて測定される。

将来キャッシュ・フローの見積りは、保険金増加率や予

想損害率に代表される仮定を用いて、損害保険数理の統計

的手法を含む様々な手法により測定される。また、将来

キャッシュ・フローを現在価値に調整する際に用いる割引

率は、市場データや対応する資産ポートフォリオを参照す

る手法により設定される。これらの見積手法や仮定の選択

には、経営者の重要な判断が必要となり、特に、事故の発

生から解決までに長期間を要することが多い保険商品に関

する発生保険金負債の測定には高い不確実性を伴うことか

ら、監査上も特に慎重な検討が必要となる。

以上の理由より、当監査法人は、東京海上日動社及び上

記の主要子会社が計上する事故の発生から解決までに長期

間を要することが多い保険商品に関する発生保険金負債の

測定において重要な影響をもたらす、将来キャッシュ・フ

ローの見積り及び割引率の検討が、監査上の主要な検討事

項に該当すると判断した。

当監査法人は、東京海上日動社及び主要子会社の発生保

険金負債の評価について、当監査法人の指揮及び監督の下

で実施された主要子会社の監査人の作業とその査閲を含

め、主に以下の監査手続を実施した。

・東京海上日動社及び主要子会社における内部統制の整備

及び運用状況の有効性を評価した。特に着目した内部統

制には以下のものが含まれる。

- 将来キャッシュ・フローの見積りにおいて使用する測

定手法や仮定を承認する統制

- 将来キャッシュ・フローの当初の見積額とその後の保

険金支払額の実績値等とを事後的に比較する統制

- 割引率を承認する統制

・過去の支払実績等、将来キャッシュ・フローに関する見

積りに使用された基礎データの正確性と網羅性を評価し

た。

・発生保険金負債の測定の妥当性を検証するため、保険数

理の内部専門家（当監査法人又はPwCグローバルネット

ワークの他のメンバーファームに所属する専門家をい

う。以下同様。）を利用して、主に以下の手続を実施し

た。

- 経営者への質問や、経営者による検討結果の閲覧等を

通じた、見積手法の選択に関する経営者の判断の合理

性の検討

- 保険金増加率や予想損害率等、経営者が使用した重要

な仮定の評価と、過年度の将来キャッシュ・フローに

関する見積りの評価額とその後の保険金支払額の実績

値との比較検討

- 割引率が、利用可能な最新の市場データによる無リス

ク金利及び非流動性プレミアムにより設定されている

ことを、独自に入手した外部データとの突合及び再計

算による検討

- 監査人独自の発生保険金負債の見積額及び許容範囲の

設定と、経営者の見積額が当該許容範囲に収まってい

るかどうかの比較検討

・関連する開示について、会計基準と照らして適切かの検

討、また、注記事項の裏付けとなる関連証憑との突合を

実施した。
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東京海上日動社及び主要子会社の保険料配分アプローチを適用しない保険契約に係る残存カバー負債の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、保険事業として、自ら国内損害保険事業を営む

とともに、多数の子会社を通じて海外保険事業を営んでい

る。保険事業に特有の勘定科目として、2026年3月31日現

在、保険契約負債14,244,503百万円（総負債の77.6%）が連

結財政状態計算書に計上されており、このうち残存カバー

負債は7,942,381百万円である。保険料配分アプローチ（以

下、「PAA」）を適用しない保険契約に係る残存カバー負債

の多くが、東京海上日動社における火災保険等の長期の保

険契約や、Delphi社及びTokio Marine Life Insurance

Singapore Pte. Ltd.における生命保険契約に係る残存カ

バー負債に含まれており、金額的重要性が高い。

【連結財務諸表注記】「3. 重要性がある会計方針 (12)

保険契約」及び「7. 保険契約」に記載されているとおり、

PAAを適用しない保険契約に係る残存カバー負債は、将来の

期間において契約に基づき提供されることとなるサービス

に係る履行キャッシュ・フロー及び期末日の残存CSM（契約

上のサービス・マージン）で構成されている。なお、履行

キャッシュ・フローは、期末日時点で、将来キャッシュ・

フローに関する現在の見積り、現在の割引率及び非金融リ

スクに係るリスク調整に関する現在の見積りを用いて測定

される。

将来キャッシュ・フローの見積りは、保険種目別、経過

年度別に損害率、死亡率、罹患率、解約率、維持費率等に

一定の前提を置いて測定される。また、将来キャッシュ・

フローを現在価値に調整する際に用いる割引率は、市場

データや対応する資産ポートフォリオを参照する手法によ

り設定される。 これらの仮定の選択には、経営者の重要な

判断が必要となり、高い不確実性を伴うことから、監査上

も特に慎重な検討が必要となる。

以上の理由より、当監査法人は、東京海上日動社及び上

記の主要子会社が計上するPAAを適用しない保険契約に係る

残存カバー負債の測定において重要な影響をもたらす、将

来キャッシュ・フローの見積りにおける重要な仮定及び割

引率の検討が、監査上の主要な検討事項に該当すると判断

した。

当監査法人は、東京海上日動社及び主要子会社のPAAを適

用しない保険契約に係る残存カバー負債の評価について、

当監査法人の指揮及び監督の下で実施された主要子会社の

監査人の作業とその査閲を含め、主に以下の監査手続を実

施した。

・東京海上日動社及び主要子会社における内部統制の整備

及び運用状況の有効性を評価した。特に着目した内部統

制には以下のものが含まれる。

- 将来キャッシュ・フローの見積りに使用された重要な

仮定を承認する統制

- 割引率を承認する統制

・将来キャッシュ・フローの見積りにおける重要な仮定の

設定のために使用した基礎データの正確性と網羅性を評

価した。

・残存カバー負債の測定の妥当性を検証するため、保険数

理の内部専門家を利用して、主に以下の手続を実施し

た。

- 経営者への質問や、経営者による検討結果の閲覧等を

通じた、重要な仮定の選択に関する経営者の判断の合

理性の検討

- 重要な仮定として、保険種目別、経過年度別の、損害

保険業における損害率や生命保険業における死亡率、

罹患率、解約率について、当該保険商品の仮定の過年

度の実績等と比較検討するとともに、過年度の実績に

対する調整の要否やトレンド有無に関する経営者の判

断の合理性の検討

- 割引率が、利用可能な最新の市場データによる無リス

ク金利及び非流動性プレミアムにより設定されている

こと、あるいは保険契約の将来キャッシュ・フローの

期間に対応する参照資産ポートフォリオの市場収益率

と整合的に設定されていることを、独自に入手した外

部データとの突合及び再計算による検討

・関連する開示について、会計基準と照らして適切かの検

討、また、注記事項の裏付けとなる関連証憑との突合を

実施した。
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レベル3の公正価値に分類される証券化商品等の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は保険事業を中核としており、保険料として収受し

た資金等の運用を行っている。具体的には、資産・負債総

合管理（ALM：Asset Liability Management）を軸として、

保険負債が抱える金利リスクを適切にコントロールしつ

つ、高格付債券を中心とした一定の信用リスクをとる運用

を行っている。また、外国証券やオルタナティブ投資等幅

広い商品も活用し、国内外でのリスク分散と運用手法の多

様化を図ることで、中長期的な収益確保を目指している。

会社は、上記の運用手法の多様化の一環として、CLO

（ローン担保証券）等の証券化商品等への投資を行ってい

る。当該証券化商品等には、会社が保有する他の金融商品

と比べて流動性が低いものが含まれ、高度な運用力を必要

とすることから、主に米国子会社であるDelphi社が、他の

グループ会社からの運用受託分も含めて投資を行ってい

る。

【連結財務諸表注記】「8. 金融商品 (3) 公正価値測

定」 に記載されているとおり、金融商品の公正価値は、公

正価値の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に

応じて3つのレベルに分類されるが、上述のDelphi社が投資

する証券化商品等の中には、市場で観察できない重要なイ

ンプットを用いているため、レベル3の公正価値に分類され

るものがある。2026年3月31日現在、これらのレベル3の公

正価値に分類される証券化商品等は、「経常的に公正価値

測定する金融商品」のうち、投資有価証券（負債性）のレ

ベル3残高1,100,616百万円に含まれており、金額的重要性

は高い。

流動性の低い金融商品は、活発な市場がなく、様々なイ

ンプットを用いて公正価値を算定する必要がある。なかで

も、レベル3の公正価値に分類される証券化商品等は、クレ

ジットスプレッドや期限前償還率等の重要なインプットが

市場で観察できないため、その選択には経営者の重要な判

断が必要となり、高い不確実性を伴うことから、監査上も

特に慎重な検討が必要となる。

以上の理由より、当監査法人は、レベル3の公正価値に分

類される証券化商品等の評価が、監査上の主要な検討事項

に該当すると判断した。

 

当監査法人は、レベル3の公正価値に分類される証券化商

品等の評価について、当監査法人の指揮及び監督の下で実

施されたDelphi社の監査人の作業とその査閲を含め、主に

以下の監査手続を実施した。

・Delphi社における内部統制の整備及び運用状況の有効性

を評価した。特に着目した内部統制には、外部の情報ベ

ンダーや資産運用管理会社から入手した公正価値の妥当

性を検証する統制がある。

・証券化商品等の公正価値評価の妥当性を検証するため、

主に以下の手続を実施した。

- 経営者への質問や、経営者が実施した公正価値の算定

結果の閲覧等を通じた、クレジットスプレッドや期限

前償還率等の重要なインプットを含む評価技法の選定

の合理性の検討

- 信頼性のある情報ベンダー等から監査人が独自に公正

価値を入手できる場合、証券化商品等の市場での流動

性等を踏まえて当該公正価値の合理性を検討すると共

に、経営者が採用した公正価値との差異が合理的な範

囲内に収まっているかどうかの比較検討

- 金額的重要性及び商品特性を考慮して抽出したサンプ

ルについて、金融商品評価の内部専門家を利用し、監

査人が独自に入手したインプットを用いて算定した公

正価値と、経営者が採用した公正価値との差異が合理

的な範囲内に収まっているかどうかの比較検討

・関連する開示について、会計基準と照らして適切かの検

討、また、注記事項の裏付けとなる関連証憑との突合を

実施した。
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商業用不動産担保付貸付金等に係る予想信用損失の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は保険事業を中核としており、保険料として収受し

た資金等の運用を行っている。具体的には、資産・負債総

合管理（ALM：Asset Liability Management）を軸として、

保険負債が抱える金利リスクを適切にコントロールしつ

つ、高格付債券を中心とした一定の信用リスクをとる運用

を行っている。また、外国証券やオルタナティブ投資等幅

広い商品も活用し、国内外でのリスク分散と運用手法の多

様化を図ることで、中長期的な収益確保を目指している。

会社は、上記の運用手法の多様化の一環として、米国の

商業用不動産担保付貸付金（以下、「CREローン」）等への

投資を行っている。当該CREローン等は、米国の経済環境や

不動産市況の影響を大きく受け、会社が保有する他の金融

商品と比べて高度な運用力を必要とすることから、主に米

国子会社であるDelphi社が、他のグループ会社からの運用

受託分も含めて投資を行っている。

【連結財務諸表注記】「3. 重要性がある会計方針 (5)

金融商品 e. 金融商品の減損」及び「8. 金融商品 (4) 予

想信用損失」に記載されているとおり、会社は、CREローン

等を含む償却原価で測定される金融商品に対し、損失評価

引当金を認識している。損失評価引当金は、対象金融商品

に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない

場合は12か月の予想信用損失に等しい金額で測定し、著し

く増大している場合は全期間の予想信用損失に等しい金額

で測定される。予想信用損失の測定にあたっては、倒産確

率、倒産時損失率及び倒産時のエクスポージャーを用いて

おり、これらの要素は、過去の信用損失の実績及び外部格

付と一定の整合性を維持した内部格付等の内部情報や、過

去のGDP成長率等の公表データから合理的に算出した将来予

測的マクロ経済情報をもとに算定されている。加えて、会

社は、債務者の重大な財務的困難や期日経過を含む契約違

反等の事象を用いて債務不履行を判断しており、債務不履

行に該当する場合、信用減損金融資産として、予想される

将来のキャッシュ・フローもしくは担保や他の信用補完の

公正価値に基づき、個別に予想信用損失を測定している。

上述のDelphi社が投資するCREローン等及び対応する損失評

価引当金は、2026年3月31日現在、連結財政状態計算書にお

ける貸付金残高2,982,423百万円及び損失評価引当金

134,506百万円の多くを占めており、金額的重要性は高い。

CREローン等に係る予想信用損失の見積りには、貸付金の

信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているか及び債

務不履行に該当するかの判断、また、将来の経済予測シナ

リオや担保不動産価値のように客観的な情報を入手するこ

とが困難な仮定や、貸付金及び担保不動産等の特性に応じ

た調整が含まれる。これらの見積り手法や重要な仮定の選

択には経営者の重要な判断が必要となり、高い不確実性を

伴うことから、監査上も特に慎重な検討が必要となる。

以上の理由より、当監査法人は、CREローン等に係る予想

信用損失の評価が、監査上の主要な検討事項に該当すると

判断した。

当監査法人は、CREローン等に係る予想信用損失の評価に

ついて、当監査法人の指揮及び監督の下で実施された

Delphi社の監査人の作業とその査閲を含め、主に以下の監

査手続を実施した。

・Delphi社における内部統制の整備及び運用状況の有効性

を評価した。特に着目した内部統制には、予想信用損失

の算定において使用する見積手法や仮定を承認する統制

がある。

・CREローン等に係る予想信用損失の見積りの妥当性を検証

するため、金融商品評価の内部専門家を利用して、主に

以下の手続を実施した。

- 経営者への質問や、経営者が実施した予想信用損失の

算定プロセス及び算定結果の閲覧等を通じた、CREロー

ンをめぐる環境を踏まえた見積手法の選択や貸付金及

び担保不動産等の特性に応じた調整に関する経営者の

判断の合理性の検討

- 貸付契約書やレントロール等の証憑と突合することに

より、予想信用損失の算定に使用された貸付金や担保

不動産に係る基礎データの正確性を評価

- 貸付金の信用リスクが当初認識以降に著しく増大して

いるか及び債務不履行に該当するかの判断基準が、関

連する会計基準及び会社の状況に照らして適切である

かの検討、また、当該基準に基づいた判断が適切に行

われていることについて、経営者が実施した判断結果

の閲覧等を通じた検討

- 信用減損金融資産以外の予想信用損失について、経営

者の見積額が、監査人が独自に検討した将来の経済予

測シナリオ等を用いて算定した見積額の許容範囲に収

まっているかどうかの比較検討

- 金額的重要性及び質的重要性を考慮して抽出したサン

プルについて、担保不動産価値等、経営者が使用した

重要な仮定の合理性を、利用可能な企業外部の情報と

比較検討、また、監査人が独自に算定した信用減損金

融資産の予想信用損失と経営者の予想信用損失の見積

額の比較検討

・関連する開示について、会計基準と照らして適切かの検

討、また、注記事項の裏付けとなる関連証憑との突合を

実施した。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書
以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責
任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ
のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか
どうかを評価し、国際会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責
任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
 

連結財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸
表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた
連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどう
かを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査
閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判
断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表
が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利
益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

＜報酬関連情報＞
報酬関連情報は、東京海上ホールディングス株式会社の有価証券報告書に添付されている金融商品取引法に基づく連
結財務諸表の監査報告書に記載されている。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上
 
（注）1．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しています。

2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

 
2026年6月26日

 
 

東京海上日動火災保険株式会社  

 

 取　締　役　会　御　中    

 

 PwC Japan有限責任監査法人  

 　　　　東京事務所  
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 井　　野　　貴　　章

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 鈴　　木　　隆　　樹

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山　　本　　啓　　正

 

＜財務諸表監査＞
監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい
る東京海上日動火災保険株式会社の2025年4月1日から2026年3月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京海上
日動火災保険株式会社の2026年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。
 
監査上の主要な検討事項
　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると
判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対
応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
　当監査法人は、保険会社としての会社の事業内容及び事業戦略、会社を取り巻く国内外の事業環境、保険会社特有の会
計処理や業界の実務慣行等を踏まえ、監査上特に注意を払った事項の中から、以下の項目を監査上の主要な検討事項とし
て決定した。
　・ 支払備金の見積り
当事業年度における監査上の主要な検討事項について、前事業年度から重要な変更は生じていない。
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支払備金の見積り

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社が営んでいる保険事業に特有の勘定科目として、
2026年3月31日現在、支払備金1,467,839百万円が貸借対照
表に計上されており、総負債の22.3%を占めている。
　【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載されてい
るとおり、支払備金とは、保険契約に基づいて支払義務が
発生したと認められる保険金等のうち、未だ支払っていな
い金額を見積り、負債として計上するものである。支払備
金の見積りは、過去の支払実績等を使用した統計的手法を
含む様々な手法により実施される。これらの見積手法や、
保険金増加率等の重要な仮定の選択には、経営者の重要な
判断が必要となる。特に、事故の発生から解決までに長期
間を要することが多い保険商品に関する支払備金の見積り
には、高い不確実性を伴う。
　会社が計上する支払備金には上記の長期間を要するとい
う特徴を有する支払備金が多く含まれ、金額的重要性が高
いため、監査上も特に慎重な検討が必要となる。
　以上の理由より、当監査法人は、事故発生から解決まで
に長期間を要することが多い保険商品に関する支払備金の
見積りが監査上の主要な検討事項に該当すると判断した。

　当監査法人は、支払備金の見積りについて、主に以下の
監査手続を実施した。
・会社の内部統制の整備及び運用状況の有効性を評価し
た。特に着目した内部統制には、以下のものが含まれ
る。
‐支払備金の見積りにおいて使用する見積手法や仮定を
承認する統制
‐支払備金の当初の見積額とその後の保険金支払額の実
績値等とを事後的に比較する統制

・過去の支払実績等、支払備金の見積りに使用された基礎
データの正確性と網羅性を検証するため、当該基礎デー
タが、保険金及び支払備金を管理するシステム等から出
力された情報と一致することを確認した。

・支払備金の見積りにおいて使用された見積手法や重要な
仮定、及び見積額の妥当性を検証するため、保険数理の
内部専門家（当監査法人又はPwCグローバルネットワー
クの他のメンバーファームに所属する専門家をいう。）
を利用して、主に以下の手続を実施した。
‐経営者への質問や、経営者の利用する保険数理専門家
による検討結果の閲覧等を通じた、見積手法の選択に
関する経営者の判断の合理性の検討
‐保険金増加率等、経営者が使用した重要な仮定の確認
と、過年度の支払備金の見積額とその後の保険金支払
額の実績値との比較検討
‐監査人独自の支払備金の見積額及び許容範囲の設定
と、経営者の見積額が当該許容範囲に収まっているか
どうかの比較検討
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その他の記載内容
　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以
外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任
は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財
務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要
な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。
・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　財務諸表に対する意見表明の基礎となる、財務諸表に含まれる構成単位の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手するために、財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、構成単位の財務情報の監査に関する指揮、監督及び
査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項
を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて
いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合
理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上
 
（注）1.　上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しています。

2.　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
 
 

EDINET提出書類

東京海上日動火災保険株式会社(E03823)

有価証券届出書（組込方式）

31/31


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第1募集要項
	1新規発行社債（短期社債を除く。）（2年債）
	2社債の引受け及び社債管理の委託（2年債）
	（1）社債の引受け
	（2）社債管理の委託

	3新規発行社債（短期社債を除く。）（5年債）
	4社債の引受け及び社債管理の委託（5年債）
	（1）社債の引受け
	（2）社債管理の委託

	5新規発行社債（短期社債を除く。）（7年債）
	6社債の引受け及び社債管理の委託（7年債）
	（1）社債の引受け
	（2）社債管理の委託

	7新規発行社債（短期社債を除く。）（10年債）
	8社債の引受け及び社債管理の委託（10年債）
	（1）社債の引受け
	（2）社債管理の委託

	9新規発行による手取金の使途
	（1）新規発行による手取金の額
	（2）手取金の使途


	第2売出要項
	募集又は売出しに関する特別記載事項

	第3第三者割当の場合の特記事項
	第4その他の記載事項

	第二部公開買付け又は株式交付に関する情報
	第三部追完情報
	第四部組込情報
	第五部提出会社の保証会社等の情報
	第六部特別情報
	監査報告書

